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（建助様式第6号） 

 
建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）計画届 

    ○×  労働局長  殿 

（       ○×公共職業安定所長経由） 

建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）の計画の届出を行います。                      （届出年月日）平成 ２３年 １０月２０日 

届 
 
 

出 
 
 

者 

① 

中小建設事業主の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所 在 地  

 

 

代 理 人 の 名 称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所 在 地      

(株)○
○

△
△

 建設
ケンセツ

                      

 代表取締役   安定
あんてい

 太郎
たろう

          ○印    
〒３２０－２２２２ 

○○市○○町１－５－５ 
         （電話 ０１２－３２１－５６７８ ） 

                       

    ○印 
〒 

（電話               ） 

③ 事  業  内  容 

 
イ 

雇用保険適用 
事 業 所 番 号 1 3 1 1  7 7 7 6 6 6  5 

 

ロ 業  種   建築工事業 

ハ 
常  用 
労 働 者 

５０  人(    人) 

ニ 
資 本 金 ・ 
出 資 総 額 

 
１，０００    万円 

ホ 雇用保険料率 1,000分の１８．５ 

ヘ 建設業許可番号 
大臣      

知事     般－１４×××号 

② 担当者の職名及び氏名 イ 職名 総務課長 ロ 氏名 建設 次郎 ト 
雇用管理責任者 
の氏名及び員数 

氏名 
雇用 一郎他   人 

④ 本事業を実施するに際し公共機関からの補助の有無 有（名称                 ）・ 無  ⑤ 過去３年間の不正受給の有無 有 ・ 無 

雇 

用 

改 

善 

推 

進 
事 

業 

計 

画 

⑥ 事業所における雇用管理の現状・課題 

若年層の技術者が少なく、年齢構成が偏っている。ここ数年間、募集活動を実施しているものの、団塊の世代大量退職による売り手市場の中、 

応募者が少なく良い人材を採用することができない。 

⑦ ⑥を解決するために今年度において取り組む事項等 

若年者を雇用するため、合同就職セミナーへの参加、学校訪問等広域的な募集活動を行う。 

雇用管理研修を受講するとともに、作業員施設を整備し、若者にとって魅力ある職場環境を整備する。 

⑧ 

取 

組 

内 

容 

事業の名称 事業の内容（該当する番号を○で囲んで下さい。） ⑨所要費用見込額 

イ 
雇用管理責任者の選任・

配置 

 
１．自ら雇用管理研修等の実施  ２．雇用管理研修等への受講（派遣） １４，０００ 円 

ロ 
円滑な募集・採用のため
の取組み 

１．検討会等の開催  ２．広報物・求人要項等の作成・配布 
３．募集・採用に関する広域求人活動  ４．新規学卒者等事業所（現場）見学会 
５．入職内定者への教育訓練の実施 

６．その他（                                  ） 

３６０，０００ 円 

ハ 
高年齢・女性建設労働者
の活躍促進 

１．検討会等の開催  ２．講習会への参加   

３．労働環境・作業方法・安全対策への配慮  ４．広報物等の作成・配布 
５．永年勤続表彰 
６．その他（                                  ） 

０ 円 

ニ 魅力ある職場づくり 

１．賃金体系等の整備  ２．労働時間（休暇制度）の整備  ３．労働安全管理 
４．作業員宿舎・作業員施設の整備（賃借）（被災三県の建設工事に係るものに限る） 
５．キャリアルートの作成、導入 ６．その他（                ） 

５１４，５００ 円 

ホ 
期間雇用の建設労働者の

雇用改善 

１．健康診断の実施  ２．通年雇用のための取組 

３．その他（                                  ） 
０ 円 

ヘ 
雇用改善のための社労士
等の利用 

１．イ～ホの事業のためのコンサルティング 
２．「雇用改善実施計画」作成のためのコンサルティング 

３．その他（                                  ） 

０ 円 

計       ８８８，５００ 円 

⑩過去１年間の雇用管理責任者等の選任・配置に係る事業の取組みの有無 有 ・ 無 

（注）１．この届出書を提出する時は、裏面の注意事項を参照して下さい。 

   ２．※印欄は、記入しないで下さい。

㈱
○
△
建

設
代
表
取

締
役
之
印 

主 な 申 請 書 類 等 の 記 載 例 
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建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）の計画の届出について 

 

１ 提出上の注意 
⑴ この建設雇用改善推進助成金(中小建設事業主）計画届 (以下「計画届」といいます。)は、中小建設事業主が、所在地を管轄する都道
府県労働局 (以下「管轄労働局」といいます。)長へ雇用管理の改善に係る計画の届出を行って、建設労働者を対象として、次のロに掲げ
る事業（以下「雇用管理改善推進事業」という。）を行う場合に、管轄労働局又はハローワークに提出するものです。 
イ 対象中小建設事業主としての要件 

  (ｲ) 建設労働者の雇用の改善のために、雇用改善推進事業計画（雇用管理に係る課題及びその対応策を明示した計画であって、一の事業
年度に係るものをいう。）を作成すること。 

  (ﾛ)  雇用改善推進事業計画に従って雇用改善の取組みを実施することができると認められるものであること。 
  (ﾊ) ロに掲げる事業のうち尐なくとも（イ）又は（ロ）のいずれかの事業を計画している中小建設事業主であること。 
 ロ 雇用改善推進事業の種類 

(ｲ) 雇用管理研修等を行うこと。 
(ﾛ) (ｲ)の雇用管理研修等、国が民間団体に委託して実施する雇用管理研修等及び雇用管理責任者講習を受講させること。 
(ﾊ) 建設労働者・若年の建設労働者の募集・採用を円滑に行なうための新たな取組みを行うこと。 
(ﾆ) ５５歳以上の建設労働者又は女性の建設労働者の活躍を促進するための活動を行うこと。 
(ﾎ) 建設労働者への魅力ある職場づくりのための取組みを行うこと。 
(ﾍ) １月以上１年未満の期間を定めて雇用される建設労働者(以下「期間雇用の建設労働者」という。)に対する雇用改善の取組みを行う

こと。 
(ﾄ) イからへまでに掲げる事業の取組みに必要なコンサルティングを行うこと。 

⑵ この計画届は、中小建設事業主が、原則として雇用改善推進事業を実施しようとする日の属する事業年度の５月末日（作業員宿舎等の
整備に係る助成金を申請する中小建設事業主については、事業を実施しようとする日の属する年度の５月末日又は当該整備を実施しよう
とする日の２週間前の日のいずれか早い日）までに管轄労働局又はハローワークに提出して下さい。 

⑶ この計画届には、雇用改善推進事業計画内訳書（建助様式第６号別紙）、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」（写し）又は｢労
働保険料等納入通知書｣（写し）を添付して下さい。 

⑷ ⑴ ロ(ﾎ)のうち作業員宿舎・作業員施設の整備（賃借）を実施する場合、実施内容を確認するため「建設雇用改善推進助成金要件確認届
」（建助様式第７号）を、原則として当該事業を実施しようとする日の２週間前までに提出して下さい。

 

２ 記入上の注意 

⑴ ①「届出者」欄は、当該助成金に係る中小建設事業主の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し、押印して下さい。また、届出者
が代理人の場合、「届出者」欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入（押印不要）した上、届出者の
記名押印等をして、委任状（任意様式）（写）を添付して下さい。 

⑵ 「雇用改善推進事業計画」の⑥「事業所における雇用管理の現状・課題」の欄は、事業所における雇用管理の現状及び課題を記入して
下さい。 

〈例〉雇用管理責任者の選任状況、若年技術者の入職状況、高年齢・女性建設労働者の活用状況、賃金体系・労働時間の整備状況、労働安
全管理状況、キャリアルート体系の導入状況など 

⑶ ⑦「⑥を解決するために今年度において取り組む事項等」欄は、⑥欄に記入した課題等を解決するため、今年度に取り組む事業内容を
記入して下さい。 

⑸ ⑧「取組内容」欄は、⑦欄に対応した実施事業、具体的実施内容を選んで下さい。「その他」には計画している具体的実施内容を記入し
て下さい。 

⑹ ⑨「所要費用見込額」欄は、雇用改善推進事業計画内訳書（建助様式第６号別紙）の⑤「所要費用見込額」欄の合計額を記入して下さ
い。 

⑺ ⑩欄は届出年月日の過去１年間における雇用管理研修等の実施又は受講の実績の有無を記入してください。 
(8) ※印欄は、記入しないで下さい。 

 
３ 届出を行った計画の変更 

届出を行った計画について、次のような変更を行うときは、「建設雇用改善助成金に係る計画変更届」（建助様式第１３号）により原則事
業の実施前までに変更の届出を行って下さい。 

⑴ 届出を行っていない事業の内容を新しく行うとき。 
⑵ 所用費用の増額に伴い、届出を行った事業に係る所用費用見込額の総額を超えるとき。 

 

４ その他 
⑴ この助成金の支給に当たって中小建設事業主は、次のいずれの要件にも該当している必要があります。 
イ 過去２年を超えて労働保険料を滞納していないこと。 
ロ 過去３年間に雇用保険二事業に係る助成金の不正受給がないこと。 

⑵  管轄労働局又はハローワークは、この助成金の支給に関して必要があると認めるときは、調査又は報告を求める場合があります。 
⑶ 助成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した届出書等の写し、申請書等の写し、添付書類の原本、所要費用の領収書
その他雇用改善推進事業の実施の経過を明らかにする書類（雇用改善推進事業計画内訳書等）を支給決定日の属する年度の翌年度初日か
ら起算して５年間整理保管して下さい。 

⑷  偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきます。 
⑸  助成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローワークにお問い合わせ下さい。
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雇用改善推進事業計画内訳書（中小建設事業主）  
事業の名称   Ⅰ．雇用管理責任者の選任・配置       Ⅱ．円滑な募集・採用のための取組み    Ⅲ．高年齢・女性労働者の活躍促進 

  Ⅳ．魅力ある職場づくり            Ⅴ．期間雇用の建設労働者の雇用改善    Ⅵ．雇用改善のための社労士等の利用   
 

① 事 業 の 内 容 ② 具 体 的 実施方法 ③実施時期 ④ 費   目 ⑤所要費用見込額 ⑥ 算  出  基  礎 
※実費相当額 

（Ⅰの事業では算定額） 
⑦ 備       考 

雇用管理研修等の受講 ○○土木協会○○支部が実施
する雇用管理研修への参加 
 

 
 
 

 
 
 

広報物・求人要項等の作成配
布 
 

広域求人活動 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
シャワー室及び便所の設置 
 

    円  

平成23年6月 賃 金 １４，０００ 本人の通常の賃金日額に相当する額    

   ７，０００円×２名   

      

計 
 
 

 
 
 

  １４，０００ 円  
円 

 
※算定額 

実費相当額の合計×1/2 
（Ⅰの事業を除く） 

円 

 
事業の名称   Ⅰ．雇用管理責任者の選任・配置       Ⅱ．円滑な募集・採用のための取組み    Ⅲ．高年齢・女性労働者の活躍促進 

  Ⅳ．魅力ある職場づくり            Ⅴ．期間雇用の建設労働者の雇用改善    Ⅵ．雇用改善のための社労士等の利用   

① 事 業 の 内 容 ② 具 体 的 実施方法 ③実施時期 ④ 費   目 ⑤所要費用見込額 ⑥ 算  出  基  礎 
※実費相当額 

（Ⅰの事業では算定額） 
⑦ 備       考 

募集・採用に関する広域求人
活動 

広報物・求人要項等の作成配
布 

 
合同就職セミナーへの参加 

平成23年5月 印刷製本費 ３００，０００ ＠300円×1,000部   

      

平成23年6月 受講参加費 ６０，０００ 参加費＠30,000×2回   

      

計 
 

 
  ３６０，０００円  

円 

 
※算定額 

 
実費相当額の合計×1/2 
（Ⅰの事業を除く） 

円 

  
事業の名称   Ⅰ．雇用管理責任者の選任・配置       Ⅱ．円滑な募集・採用のための取組み    Ⅲ．高年齢・女性労働者の活躍促進 

  Ⅳ．魅力ある職場づくり            Ⅴ．期間雇用の建設労働者の雇用改善    Ⅵ．雇用改善のための社労士等の利用   

① 事 業 の 内 容 ② 具 体 的 実施方法 ③実施時期 ④ 費   目 ⑤所要費用見込額 ⑥ 算  出  基  礎 
※実費相当額 

（Ⅰの事業では算定額） 
⑦ 備       考 

作業員施設の整備 シャワー室及び便所の設置 平成23年6月 施設借上費 ５１４，５００ シャワー室 ＠63,000×７ヶ月   

～12月   便所    ＠10,500×７ヶ月   

      

      

計    ５１４，５００円  
円 
 

※算定額 
実費相当額の合計×1/2 
（Ⅰの事業を除く） 

円 

（注）１ この事業計画書を提出するときは、裏面の注意事項を参照して下さい。 

（注）２ ※印欄は、記入しないで下さい。

事業の名称ごとに作成してください。 
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記 入 上 の 注 意 

 

１ 雇用改善推進事業を実施する場合は、当該事業の名称ごと（例：Ⅰ雇用管理責任者の選任・配置）に別葉をもって作成し、該当する事業にも○印を付けて下さい。 

２ ①「事業の内容」欄は、「建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）計画届」（建助様式第６号）⑨「取組内容」の「事業の内容」欄で選んだ内容を記入して下さい。 

３ ②「具体的実施方法」欄は、①「事業の内容」欄で記載した内容の実施方法を具体的に記入して下さい。 

４ ④「費目」欄は、講師謝金、旅費、施設借上料、会議費等の費用区分を記入して下さい。 

５ ⑤「所要費用見込額」欄は、④「費目」に対応する所要費用見込額及びその事業の内容ごとに所要費用見込額の小計を記入して下さい。 

６ ⑦「備考」欄は、次の事項を記入して下さい。 

 ⑴ 事業の実施に当たって関係下請企業及び建設労働者から費用の一部を徴収する場合は、その費用の総額及び内訳 

⑵ 講習等を実施する場合は、実施時期、場所、参加者の内訳（建設労働者、関係請負人及びその雇用する建設労働者等）、講習等の内容、講師名、講師の勤務先、旅費の内訳、教科書名、会議

費の内訳等 

⑶ その他参考となる事項 

７ ※印欄は、記入しないで下さい。
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建 設 雇 用 改 善 推 進 助 成 金 要 件 確 認 届 

（作業員宿舎・施設の賃借） 
   

 

○×        労働局長 殿 

（    ○×    公共職業安定所長経由） 
建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）に係る実施内容の確認のために届出します。          （届出年月日）平成２３年１０月１日 

届 
 

出 
 

者 

① 

中小建設事業主の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所   在    地 

 

代 理 人 の 名 称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所   在    地 

  ○△ケンセツ 

(株)○△建設 

      ケンセツ ヤタロウ 

代表取締役 建設 弥太郎              ○印                            

〒３２０－２２２２ 

   ○○市○○町１－５－５ 

    （電話０１２－３２１－５６７８ ）                  

                            ○印 

 

〒   

（電話              ） 

②担当者の職名及び氏名 

イ 職名 総務課長 

       

ロ 氏名 安定 建次 
 

実
     
施
  
計
   
画
   

③

作

業

員

宿

舎

の

賃

借 

イ 宿舎の所在地  
ハ 

建 設 業 附 属 寄 宿 舎 

規 程 の 適 用 の 有 無 
有 ・ 無 

ロ 工 事現場 名  

ニ 居 室の総 数 （    ）室 ホ 建築基準法上の措置 確認申請を必要とする宿舎で  ある ・ ない 

ヘ 寄宿予定人員 （    ）人 （常用の労働者：   人、常用以外の労働者：   人）※別添寄宿予定者名簿のとおり 

※ 収容能力人員 （    ）人 （男：   人 、女：    人 、管理維持等：     人 ） 

ト 対 象延面 積 ㎡ チ 対象外延面積  ㎡ 

リ 賃借の相手方  ヌ 賃  借  料 円／月 

ル 賃 借 期 間  

（契約上） 
平 成  年  月  日 ～ 平 成  年  月  日 

ヲ 居住費の徴収 

予定額 
円 

※ 助成対象期間 
   ヶ月     日 

(平成  年  月 日～平成 年 月  日) 
 

④ 

作

業

員

施

設

の

賃

借 

イ 施設の設置場所 ○○県△△市□丁目×番地（工事名）津川邸新築工事 

ロ 
 

内 
 
 
 

容 

施設の種類 棟 数 延面積／１棟 ※対象外／１棟 賃借の相手方 １棟費用／１ヶ月 総所要費用 

01 食   堂 棟 ㎡ ㎡  円 円 

02 休 憩 室 棟 ㎡ ㎡  円 円 

03 更 衣 室 棟 ㎡ ㎡  円 円 

04 浴   室 棟 ㎡ ㎡  円 円 

05 便   所 １棟 １．８㎡ ０㎡ (株)○×レンタル １０，５００円 ７３，５００円 

06 シャワー室 １棟 ３．３㎡ ０㎡ (株)○×レンタル ６３，０００円 ４ ４ １ ，０ ００円 

計    5 1 4 , 5 0 0 円 

ハ 賃借期間(契約上) 
平成２３年１０月３日 

～平成２４年３月２０日 
※ 助成対象期間 

   ヶ月     日 
(平成  年 月 日～平成 年 月 日) 

 （注）１．この届出書を提出するときは、裏面の注意事項を参照して下さい。 
※労働局・安定所処理欄 

                                                  

   

 

受理印 

 

番号 

 

○
△
建
設

代
表
取
締

役
之
印 
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建設雇用改善推進助成金要件確認届出書について 

１ 提出上の注意 

⑴ この建設雇用改善推進助成金要件確認届（以下「届出書」といいます。）は、所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」といい

ます。）長へ建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）の計画届の届出を行った中小建設事業主が、届け出た雇用改善推進事業計画のうち以

下の事業を実施する場合に、その実施内容と支給要件とを確認するために、管轄労働局又はハローワークに提出するものです。 

イ 作業員宿舎の工事現場への整備（賃借） 

ロ 作業員施設の工事現場への整備（賃借） 

⑵ この届出書を提出する場合は、以下の書類を添付して下さい。 

イ 作業員宿舎を整備（賃借）する場合 

(ｲ) 建築基準法第 7条第 5項の規定による検査済証の写し(同法の適用を受けるもののみ。) 

(ﾛ) 建設業附属寄宿舎規程に関する労働基準監督署への届出の写し（受付印のあるもの。） 

(ﾊ) 賃借する宿舎の案内図、配置図、各階の平面図及び各居室の寄宿員数表 

※案内図等の縮尺は次表によること。 

書 類 名 明示すべき事項 

案  内  図 
（ 縮 尺 1/200 ～
1/600） 

方位、通路及び目標となる地物 

配  置  図 
（ 縮 尺 1/200 ～
1/600） 

縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における
建築物の位置、届出に係る建築物と他の建築
物との別、擁壁、井戸及び屎尿浄化槽の位置
並びに敷地の接する道路の位置及び幅員 

平  面  図 
（ 縮 尺 1/50 ～
1/200） 

縮尺、方位、間取、各室の用途、壁及び筋か
いの位置及び種類、通し柱、開口部及び防火
戸の位置並びに延焼の恐れのある部分の外
壁の構造 

断  面  図 
（ 縮 尺 1/20 ～
1/200） 

縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及び
ひさしの出並びに軒の高さ及び建築物の高
さ 

(注) 1 各図面の大きさは、日本標準規格Ｂ列 3番とする。 
2 用紙の規格から、上記書類名欄に定める縮尺により難いと
きは、適宜の縮尺により作成して差し支えないこと。 
3 1 級、2級建築士又は木造建築士が設計した図面に限る。 

(ﾆ) 賃貸借契約書の写し及び寄宿予定者名簿（任意様式） 

ロ 作業員施設を整備（賃借）する場合 

(ｲ) 賃借する施設の案内図、配置図、各階の平面図（カタログ可） 

(ﾛ) 賃貸借契約書の写し 

⑶ この届出書は、原則として⑴のイ、ロの各事業を実施しようとする日の２週間前までに、管轄労働局又はハローワークに１部提出して下さい。  

 

２ 記入上の注意 

⑴  ①「届出者」欄は、当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し、押印して下さい。また、届出者が代理人の場合、「届出者」

欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入（押印不要）した上、届出者の記名押印等をして、委任状（任意様式）（写）を

添付して下さい。 

⑵   ③「作業員宿舎の賃借」欄は、以下により記入して下さい。 

イ 「宿舎の所在地」「工事現場名」欄は、作業員宿舎を設置する工事現場の住所及び工事現場名を記入して下さい。 

ロ 「寄宿予定人員」欄は、作業員宿舎の構造、規模等からして常時作業員宿舎に入居させる建設労働者の数（常用労働者及び常時労働者以外の労働者も含む。）

を記入し、併せて寄宿予定者名簿（任意様式）を添付して下さい。 

ハ 「対象延面積」欄は、設置した作業員宿舎の延床面積を記入して下さい。また、「対象外延面積」欄は、資材倉庫・現場事務所等の対象外となる部分の延床

面積を記入して下さい。 

なお、「対象外延面積」が「対象延面積」の１／２以上を占めるときは助成対象とはなりません。 

 

 ⑶ ④「作業員施設の賃借」欄は、以下により記入して下さい。 

   イ 「施設の設置場所」欄は、作業員施設を設置する工事現場の住所及び工事現場名を記入して下さい。 

ロ 「内容」欄において、同一の施設の種類であって別タイプ（延面積、費用等の違うもの）の施設を同時に整備する場合、「施設の種類」欄を適宜見え消し

修正のうえ、まとめて支給申請して下さい。ただし、「施設の種類」及び「賃借期間」が異なる場合は、別葉の用紙で申請して下さい。   

  ⑷ ※印欄は、記入しないで下さい。 

 
３ その他 
⑴ 管轄労働局又はハローワークは、この助成金の支給に関して必要があると認めるときは、調査又は報告を求める場合があります。 
⑵ 助成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した届出書等の写し、申請書等の写し、添付書類の原本、所要経費の領収書、労働

者名簿、賃金台帳及び就業規則、労働契約書又は雇入通知書の写しを、支給決定日の属する年度の翌年度初日から起算して５年間整理保管して
下さい。 

⑶ 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきます。 

⑷ 助成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローワークにお問い合わせ下さい。 
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建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）支給申請書 

  ○×  労働局長 殿 

（    ○× 公共職業安定所長経由） 

建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）の支給を受けたいので申請します。          （申請年月日）平成２３年１０月２０日 

※

労

働

局

・

安

定

所

処

理

欄 

〔Ａ〕労働保険料の滞納状況  〔安定所〕 〔局〕 

（労働保険番号から確認） 

（滞納事業所から確認） 

〔Ｂ〕過去の不正受給の有無 〔Ｃ〕 労働関係法令違反の有無 

●計画届受理年月日  平成  年  月  日 ●支給申請書受理年月日  平成  年  月  日 

●支給決定年月日 平成  年  月  日  ●支給決定番号 ●支給決定金額        円 

備考  

労働局決裁欄 （局長）  （部長・  ）  （課長・  ）  （補佐・  ）  （係長・   ）  （    ） 

安定所決裁欄 （所長）  （部長・次長）  （課長・統括）  （職業指導官）  （担当）   

（注）１．この申請書を提出するときは、裏面の注意事項を参照して下さい。 

   ２．※印欄は、記入しないで下さい。

申 
 

 
 

請 
 
 
 

者 

① 

中小建設事業主の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所 在 地 

 

代 理 人 の 名 称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所 在 地 

 

(株)○
○

△
△

 建設
ケンセツ

                      

 代表取締役 建
ケン

設
セツ

 忠
タダ

雄
オ

          ○印 

〒３２０－２２２２ 

○○市○○町１－５－５ 

        （電話 ０１２－３２１－５６７８ ）                          

○印      

〒  

              （電話            ） 

③雇用保険適用事業所番号 

1 3 1 1  7 7 7 6 6 6  5 
 

④

送

金

先 

イ 

取引金融機関店舗名 

 

○×銀行     ○×支店 

ロ 

預金の種類・番号 

当座 

普通  No.５５６６７７ 

ハ 
(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

名義人名(株) ○
○

△
△

建設
ケンセツ

 
② 担当者の職名及び氏名 イ 職名  総務課長   ロ 氏名 安定 建治 

実 
 
 
 
 

施 
 
 
 
 

報 
 
 
 
 

告 

⑤ 
 

雇 

用 

改 

善 

推 

進 

事 

業 

事業の名称 事業の内容（該当する番号を○で囲んで下さい。） 
⑥今期の所要費
用 

※実費相
当額 

※算定額 

イ 
雇用管理責任者の 
選任・配置 

 
１．自ら雇用管理研修等の実施  
２．雇用管理研修等への受講（派遣） 

１４，０００  
 

円 円 円 

ロ 
円滑な募集・採用 
のための取組み 

１．検討会等の開催 
２．広報物・求人要項等の作成・配布 
３．募集・採用に関する広域求人活動 
４．新規学卒者等事業所（現場）見学会 
５．入職内定者への教育訓練の実施 
６．その他（                   ） 

３６０，０００
  
 
 

円 円 円 

ハ 
高年齢・女性建設労
働 
者の活躍促進 

１．検討会等の開催  ２．講習会への参加 
３．労働環境・作業方法・安全対策への配慮 
４．広報物等の作成・配布 
５．永年勤続表彰 
６．その他（                   ） 円 円 円 

ニ 
魅力ある職場 
づくり 

１．賃金体系等の整備 
２．労働時間（休暇制度）の整備 ３．労働安全管理 
４．作業員宿舎・現場福利施設の整備（賃借）（被災三

県の建設工事に係るものに限る） 
５．キャリアルートの作成、導入 
６．その他（                   ） 

７３，５００ 

 

円 円 円 

ホ 
期間雇用の建設労 
働者の雇用改善 

１．健康診断の実施  ２．通年雇用のための取組 
３．その他（                   ） 

円 円 円 

ヘ 
雇用改善のための 
社労士等の利用 

１．イ～ホの事業のためのコンサルティング 
２．｢雇用改善実施計画｣作成のためのコンサルティング 
３．その他（                   ） 円 円 円 

計 ４４７，５００ 

円 

円 円 

本事業を実施するに際し公共機関からの補助の有無 
有（名称：            ） ・ 無 

過 去 ３ 年 間 の 不 正 受 給 の 有 無 有  ・  無 

 

㈱
○
△
建

設
代
表
取

締
役
之
印 
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建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）支給申請について 

１ 提出上の注意 

⑴ この建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）支給申請書（以下「申請書」といいます。）は、中小建設事業主が、都道府県労働局（以下「管

轄労働局」といいます。）長に計画の届出を行って（作業員宿舎の工事現場への整備（賃借）及び作業員施設の工事現場への整備（賃借）を実施

する場合にあっては、要件確認のための届出を行っていることが必要です。）、建設労働者を対象として、雇用改善推進事業を実施した場合に、

その要した費用につき支給される建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）の支給申請を行うときに管轄労働局長へ提出するものです。 

 

⑵ この申請書は、雇用改善推進事業を終了した日の属する月に応じ、次の区分に応じて管轄労働局又はハローワークに提出して下さい。 

事業の終了した 

日の属する月 
4月･5月･6月 7月･8月･9月 10月･11月･12月 1月･2月･3月 

提出期間 
7月1日から 
8月末日まで 

10月1日から 
11月末日まで 

翌年の1月1日から

2月末日まで 
3月1日から 
5月末日まで 

 

⑶ この申請書には、雇用改善推進事業報告書（建助様式第２４号別紙）並びに事業の名称（項目）別に区分した各所要費用の写し及び内訳の記入

してある請求書の写し、実際の支払いが確認できる書類の写し（振込依頼書等）及びその他管轄労働局長が必要と認めるものを添付して下さい。 

⑷ 雇用改善推進事業計画に対する最終の支給申請時は、「建設雇用改善実施結果報告書」（別様式第７号）を添付して下さい。 

⑸ 以下の事業を実施した場合は、それぞれに定める書類を添付して下さい。 

   イ 雇用管理研修等を実施した場合 

 受講者名簿及び雇用改善推進助成金（雇用管理研修等の受講）の助成金支給申請内訳書(建助様式第２５号) 

ロ  雇用管理研修等を受講させた場合 

(ｲ) 受講者名簿及び雇用改善推進助成金(雇用管理研修等の受講）の助成金支給申請内訳書(建助様式第２５号) 

(ﾛ) 平均賃金日額等算定書（別様式第１２号） 

(ﾊ) 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(写し)(事業主通知用) 

(ﾆ) 賃金台帳（写し） 

ハ 作業員宿舎の賃借をした場合 

(ｲ) 労働基準法第 95 条第 1 項の規定による寄宿舎規則の写し及び同法第 96 条の 2 第 1 項の規定による寄宿舎設置届の写し(同法の適用を受

けるもののみ。第 1回目に支給申請書を提出するときに添付) 

(ﾛ) 各月の賃借料の領収書(写し) 

(ﾊ) 作業員宿舎の正面から撮影した全体の写真(第 1回目の支給申請書に添付)  

(ﾆ) 「作業員宿舎・作業員施設使用状況報告書」(別様式第６号)  

(ﾎ) 寄宿者名簿(第 1回目に支給申請書を提出するときに添付) 

 

ニ 作業員施設の賃借をした場合 

(ｲ) 現場福利施設の案内図、配置図及び平面図 

(ﾛ) 各月の賃借料の領収書(写し) 

(ﾊ) 現場福利施設の正面及び内部の写真(同写真は、第 1回目の支給申請書に添付) 

(ﾆ) 「作業員宿舎・作業員施設使用状況報告書」(別様式第６号) 

 

ホ 期間労働者の健康診断の実施の場合 

(ｲ) 検診証明書(建助様式第２６号) 

(ﾛ) 雇入通知書(写し)、労働条件通知書(写し)、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主通知用)(写し)及び雇用契約書(写し)のうち

いずれか 1つ 

(ﾊ) 医療機関からの領収書及び請求書 

 

２ 記入上の注意 

⑴ ①「申請者」欄は、当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し、押印して下さい。また、申請者が代理人 

の場合、「申請者」欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入（押印不要）した上、申請者の記名押印等 

をして、委任状（任意様式）（写）を添付して下さい。 

⑵ ③「送金先」欄のロは、当座又は普通の別及び口座番号を記入して下さい。 

⑶ ⑤「今期の所要費用」欄は、前記１の⑶の領収書の写しの金額の所要費用別合計額を、それぞれ記入して下さい。 

  ⑷ ※印欄は記入しないで下さい。 

３ その他 

⑴ 管轄労働局又はハローワークは、この助成金の支給に関して必要があると認めるときは、調査又は報告を求める場合があります。 

⑵ 助成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した届出書等の写し、申請書等の写し、所要経費の領収書、添付書類の原本、その他

雇用改善推進事業の実施の経費を明らかにする書類（雇用改善推進事業計画内訳書、雇用改善推進事業報告書等）を支給決定日の属する年度の翌

年度初日から起算して５年間整理保管して下さい。 

 ⑶ 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきます。 

⑷ 助成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローワークにお問い合わせ下さい。
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（別様式第 7号） 

建 設 雇 用 改 善 実 施 結 果 報 告 書（ 評 価 用 ） 
                                                                                   

建
設
事
業
主 

建 設 事 業 主 の 名 称 

 

代 表 者 の 役 職 名 及 び 氏 名 

 

所 在 地 

  ○

○

×

×

建 設

ケンセツ

(株)                                  

      

  代表取締役  雇 用

コヨウ

 一 郎

イチロウ

                               
〒０００－００１１ 

  ○○市××町３－１  

                           （電話 ２２２－３３３－４４４４ ） 

番号 選択した項目 実施状況・成果等 今後の課題等 

１ 
雇用管理研修等への受講 

（派遣） 

平成２２年６月に○○土木協会○○支部が実施する雇用管理研修に２名

の労働者を受講させた。雇用管理責任者の知識の習得に役立った。 

今年度は計画通りに実施できた。来年度はさらに雇用管理研修に加えて、

職長研修への参加も検討したい。 

２ 募集・採用に関する広域求人活動 
平成２２年６月に県内及び隣県の工業系の高校等に求人活動を実施した

が、入職希望者が少なく、採用内定者はなかった。 

建設労働者の高齢化は深刻な問題であり、若い力の確保・要請のために

も引き続き募集活動をおこなって行きたい。 

３ 
作業員宿舎・作業員施設の整備

（賃借） 

工事現場にシャワー室及び便所を設置した。労働者からも好評で、現場

の作業環境の向上につながった。 
他の工事現場においても同様の措置を図りたい。 

４    

５    

６    

    注１ 「選択した項目」欄には、今年度取り組む事業として計画の届出を行った項目（例：雇用管理研修等の実施、期間労働者の健康診断等）を記入して下さい。 
    注２  「実施状況・成果等」欄には、今年度取り組んだそれぞれの事業の実施状況・成果等（例：雇用管理研修を計画通り実施でき、雇用管理に関する知識の向上が図られた、等）を 

記入して下さい。 
  注３ 「今後の課題等」欄には、今年度取り組んだ結果、今後の計画や改善点等を記入して下さい。

○×

建
設

(

株)

代
表

取
締
役
之

印 
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受講者名簿及び建設雇用改善推進助成金（雇用管理研修等の受講）の助成金支給申請内訳書 

①    受    講    者    名    簿 ② 雇用管理研修等の受講の助成金支給請求内訳 

※算定額 

③-1 受 講 証 明 

№ 受講者氏名 所属事業所名 下請名簿番号 
雇  用 
保険料率 

資本金・ 
出資総額 

常用労
働者数 

建設業許可 
番 号 

受 講
日数 

雇用保険の 
被保険者資 
格の有無 

通常賃金相当
額「平均賃金日額等算
定書」⑤の金額 

助成日額 
受講期間中
に賃金を支
払った日数 

申請額 実施年月日 
受 講 時 間 
( 実 施 時 刻 ) 

1 茂田 美咲   
 18.5 

1,000 
   １日 ○有・無 9,500円 7,000 円 1日 7,000 円 

円 平成 23 年７月 10 日 
６ 

(10:00  ~１7：00 ) 

2 黒崎 優一   
 18.5 

1,000 
   １日 ○有・無 9,500円 7,000 円 1日 7,000 円  平成 23 年７月 10 日  

６ 
(10:00  ~１7：00 ) 

3    
 
1,000 

   
 

有・無 
     

  
(   :   ~   :   ) 

4    
 
1,000 

    
有・無 

     
  

(   :   ~   :   ) 

5    
 
1,000 

   
 

有・無 
     

  
(   :   ~   :   ) 

6    
 
1,000 

    
有・無 

     
  

(   :   ~   :   ) 

7    
 
1,000 

   
 

有・無 
     

  
(   :   ~   :   ) 

8    
 
1,000 

    
有・無 

     
  

(   :   ~   :   ) 

9    
 
1,000 

   
 

有・無 
     

  
(   :   ~   :   ) 

10    
 
1,000 

    
有・無 

     
  

(   :   ~   :   ) 

11    
 
1,000 

   
 

有・無 
     

  
(   :   ~   :   ) 

12    
 
1,000 

    
有・無 

     
  

(   :   ~   :   ) 

③-2  受 講 証 明     合  計 
日 

２
  

   日 
２ 

円 
14,000 

円  時間 
１２   

上記の者は、当協会（所）が実施した雇用管理研修等の受講者であり、上記の受講日（時間）の数を受講したものであることを証明します。 

 

証明年月日 平成２３年 ６月 １０日     実施研修名（      雇用管理研修                ）  

     

実施機関等名    ○○土木協会○○支部             □印 

  

   代表者氏名     会長 富谷 尊                ○印 

※備 考 

 

 

 

 

  

（注）１．この内訳書に記入するときは、裏面の注意事項を参照して下さい。 
    ２．※印欄は、記入しないで下さい。

代
表 

者
印 

団
体
印 
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受講者名簿及び雇用改善推進助成金（雇用管理研修等の受講）の助成金支給申請内訳について 

 

１ 提出上の注意 

この受講者名簿及び建設雇用改善推進助成金（雇用管理研修等の受講）の助成金支給申請内訳書は、中小建設事業主（雇用管理援助担当者研修にあっては元方事業主）が以下に定める雇用管理研修、職長研修又は雇用管理援助担当者研

修（以下「雇用管理研修等」といいます。）の実施、又はその雇用する建設労働者に１日３時間以上所定労働時間内に受講させた雇用管理研修等の受講に係る建設雇用改善推進助成金の支給申請を行う場合、建設雇用改善推進助成金支給申

請書（建助様式第２４号又は建助様式第２７号）に添付して下さい。また、「平均賃金日額等算定書」（別様式第12号）を必ず添付してください。 

⑴ 管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」といいます。）長へ届出を行って、自ら実施する雇用管理研修、職長研修、雇用管理援助担当者研修にその雇用する労働者又は下請中小建設事業主及びその雇用する建設労働者を受講させ

た場合 

⑵ 管轄労働局へ届出を行った元方中小建設事業主が実施する雇用管理研修、職長研修、雇用管理援助担当者研修に、下請中小建設事業主がその雇用する労働者を受講させた場合 

⑶ 管轄労働局へ届出を行った建設業の事業主団体が実施する雇用管理研修、職長研修に、その雇用する労働者を受講させた場合 

⑷ 職業安定局長が指定する機関が行う雇用管理研修等又は雇用管理責任者講習に、その雇用する労働者を受講させた場合 

 

２ 記入上の注意 

⑴ 上記１⑴の場合 

イ 雇用する労働者のみを対象に実施する場合 

(ｲ) ①「受講者名簿」欄は、受講者の氏名のみを記入して下さい。 

(ﾛ) ②「雇用管理研修等の受講支給申請内訳」欄は、受講者のうち建設雇用改善推進助成金の支給要件に該当するものについて所要の事項を記入して下さい。 

 ロ イと併せて下請中小建設事業主及びその雇用する労働者を対象に、雇用管理研修、職長研修を実施した場合 

(ｲ) 中小建設事業主の雇用する受講者については、上記イの(ｲ)及び(ﾛ)と同様です。 

(ﾛ) 下請中小建設事業主の雇用する受講者については、次により記入して下さい。 

ａ ①「受講者名簿」欄は、受講者の氏名、所属事業所名、下請名簿番号等所要の事項を記入して下さい。 

ｂ ②「雇用管理研修等の受講の助成金支給申請内訳」欄は、記入する必要はありません。 

 ⑵ 上記１⑵～⑸の場合 

  イ ①「受講者名簿」欄は、受講者の氏名のみを記入して下さい。 

ロ ②「雇用管理研修等の受講の助成金支給申請内訳」欄は、受講者のうち建設雇用改善推進助成金の支給要件に該当するものについて所要の事項を記入して下さい。 

⑶ 「通常賃金相当額」欄は、添付書類の「平均賃金日額等算定書」（別様式第12号）⑤通常賃金相当額の額を記入して下さい。 

⑷ 「助成日額」欄は、「平均賃金日額等算定書」（別様式第12号）により算定した額（⑤通常賃金相当額の額。ただし、7,000円を限度とします。）を記入して下さい。 

⑸ 「受講期間中に賃金を支払った日数」欄は、受講期間中に賃金を支払った日数（6日を限度とします。）を記入して下さい。 

⑻ 「申請額」欄は、「助成日額」に「受講期間中に賃金を支払った日数」を乗じて得た額を記入して下さい。 

⑼ 上記１⑵～⑸の場合、「③-1受講証明」、「③-2受講証明」欄には、雇用管理研修等の実施機関等の受講証明が必要となりますので、実施年月日ごとに、実施時刻（例 10：00～17：00）、学科時間、実技時間について当該実施機関等の

証明を受けて下さい。
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（別様式第12号）                 

平 均 賃 金 日 額 等 算 定 書                        

 

雇 用 保 険 適 用 

事 業 所 番 号 
 

１ ３ １ １  ７ ７ ７ ６ ６ ６  ５ 企 業 規 模 
大 ・ 中小 

① 前年度１年間の雇用保険の保険 

  料の算定基礎となる賃金総額 
１４１，３１３，０００円 

② 前年度１年間の１ヶ月平均 

  雇用保険被保険者数 ５０ 人 

③ 年 間 所 定 労 働 日 数 

就業規則等に定める年間所定労働日数 

日 

※所定労働日数について就業規則等に定めのない場合は、以下の方法で算出して下さい。 

(a) 週休日                   （      ５２   ）日 

(b) 土曜日                   （      ５２   ）日 

(c) 指定休日                  （       ０   ）日 

(d) 祝日                    （      １３   ）日 

(e) 年末年始（１２月３０日～ １月 ３日）  （       ５   ）日 

(f) 夏期休業                  （       ４   ）日 

(g) 創立記念日等その他休日（       ）  （       １   ）日 

              年間休日日数合計  （       １２７ ）日 

年間実労働日数： 365日 － 年間休日日数合計 ＝ （       ２３８ ）日 

④ 平 均 賃 金 日 額 

（①／（② × ③）） 

   （１４１，３１３，０００）円 

 ────────────────────  ＝ （１１，８７５，０４２･･）円 

 （  ５０  ）人 × （ ２３８ ）日 

⑤ 通常賃金相当額 

（ ④ × 0.8 ） 

 

         ④ × 0.8     ＝     （  ９，５００  ）円 

〔１円未満の端数は切り捨てること。〕 

（注）「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」の写し（雇用保険にかかる部分に限る）（労働保険事務組合に委託している場合は、「労働保険料等納入通

知書」の写し及び「労働保険料算定基礎賃金等の報告」の写し）を添付して下さい。 

 

以上の内容について、相違ありません。 

 

  平成２３年 １０月２７日 

                         住 所  １１６－０００３ 
 

○○区○○町１１－５５ 

                         事 業 主 名  (株)○○建設  

                         代表者氏名  代表取締役 小林 正次    

㈱
○
○
建

設
代
表
取

締
役
之
印 
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（別様式第12号裏面） 

 

平均賃金日額等算定書について 

 

（提出上の注意） 

 

１ この報告書は、以下の助成金の支給申請書等に添えて提出して下さい。 

(1)「建設教育訓練助成金（技能実習－経費助成・賃金助成）支給申請書（中小建設事業主用）」（建助様式第16号） 

(2)「建設教育訓練助成金（技能実習－賃金助成）支給申請書」（建助様式第17号） 

(3)「建設教育訓練助成金（新分野教育訓練－経費助成／賃金助成）支給申請書」（建助様式第23号） 

(4)「建設雇用改善推進助成金（中小建設事業主）支給申請書」（建助様式第24号） 

 

２ 平均賃金日額とは、支給申請書の提出日の属する年度（４月１日から３月３１日までをいう。以下「年度」という。）の前の年度（以下

「前年度」という。）に使用したすべての被保険者（年度の中途に雇用保険に係る保険関係が成立し、又は消滅したものについては、その

年度において、当該保険関係が成立していた期間に使用したすべての被保険者。）に係る賃金総額（事業主がその事業に使用するすべての

被保険者に支払った賃金の総額をいう。）を当該事業主に雇用される前年度１年間の１ヶ月平均雇用保険被保険者数で除して得た額を当該

事業主の事業所における１年間の所定労働日数で除して得た額をいいます。 

３ 上記２における前年度１年間の賃金総額及び被保険者の数が確定していない場合は、前々年度に係る賃金総額及び被保険者の数に基づ

き、算出するものとします。 

４ 創業後間もないため、前年度に確定保険料の支払いがない場合で、前記２により平均賃金日額が算定できないときは、この報告書の提

出は必要ありません。 

 

（記入上の注意） 

１ ①欄には、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」に記載している「保険料算定基礎額」（雇用保険法適用者分）を記入して下

さい。なお、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」に記載している金額は千円単位ですので、記入の際はご注意下さい。 

２ ②欄には、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」に記載している「雇用保険被保険者数」を記入して下さい。 

３ ④欄には、①欄の金額÷（②欄の人数×③欄の日数）で算定した平均賃金日額を記入して下さい。なお、ここでは端数処理は行わず、

⑤欄の通常賃金相当額を算定する際に、１円未満の端数を切り捨てて下さい。
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建設雇用改善推進助成金（地域団体）計画届 
 

   ○×   労働局長 殿 

（     ○× 公共職業安定所長経由） 

建設雇用改善推進助成金（地域団体）の計画の届出を行います、                   （届出年月日）平成２３年５月２７日 

届 
 
 
 
 
 

出 
 
 
 
 
 

者 

①  

地 域 団 体 の 名 称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所 在 地 

 

代  理  人  の  名  称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所        在      地 

 

 

社団法人○
○

△
△

建設業
ケンセツギョウ

団体
ダンタイ

 

      会長 建設
けんせつ

 次郎
ジロウ

                  ○印 

 

〒000-0001 

○○市○○町１－１－１ 

            （電話 １２３－４５６－７８９０）                            

○印 

〒 

（電話            ） 

⑦地域団体の種類 

イ 事業協同組合 

ロ 商 工 組 合 

ハ 職業訓練法人 

ニ 民 法 法 人 

ホ その他の団体 

②推進協力員の職名及び氏名 イ 職名 総務部長 ロ 氏名 安定 勝実 ⑧ 主な業種 土木一式工事 

③設立年月日 昭 和 
平 成 

６０年 ４月  １日 ⑤建 設 事 業 主 数 １５０人 ⑨ 
 

構成事業主に雇
用される常用労

働者数 
９８０人 

④構成事業主数 １５０人 ⑥中小建設事業主数 １５０人 

本事業を実施するに際し公共機関からの補助の有無 有（名称：            ） ・ 無 

過 去 ３ 年 間 の 不 正 受 給 の 有 無 有 ・ 無 

雇 

用 

改 

善 

推 

進 

事 

業 

⑩ 大 分 類 の 種 類 
⑪ 小 分 類 の 種 類 

⑬現在値 ⑭目標値 ⑮実施時期 ⑯所要費用見込額 
⑫ 事業の名称（項目） 

雇用管理 
雇用管理の整備 

７０．３％ ７７．３％ Ｈ２３．７ １８８，３１２円 
雇用管理責任者研修 

雇用管理研修等の実施 
雇用管理研修等の実施 

－ － Ｈ２３．８ ２０１，３０９円 
雇用管理研修等の実施 

労働時間管理 
年間所定労働時間の削減 

２０．５％ ２２．６％ 
Ｈ２３．６ 

Ｈ２３．１０ 
１５２，２１０円 

４週６休 

能力開発管理 
ＯＦＦ－ＪＴの推進 

４１．７％ ４５．９％ 
Ｈ２３．１１ 

Ｈ２４．２ 
２５０，０００円 

公的資格の取得 

調査研究 

雇用管理 

調査研究 － 

７０．３％ 

－ 

７７．３％ 

Ｈ２３．４ 

Ｈ２３．７ 
１０，５００円 

雇用管理の整備 

計 ８０２，３３１円 

 

（注）１．この届出書を提出する時は、裏面の注意事項を参照して下さい。 

（注）２．※印欄は、記入しないで下さい。 

 

※労働局・安定所処理欄 

 

        

 

受理印 

 

番号 

 

○
△
建
設
業

団
体
会
長
之

印 
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建設雇用改善推進助成金（地域団体）の計画の届出について 

 

１ 提出上の注意 
⑴ この建設雇用改善推進助成金（地域団体）計画届（以下「計画届」といいます。）は、別に定める要件に該当する建設業の事業主団体（以下「地域団
体」といいます。）が、所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」といいます。）長へ雇用管理の改善に係る計画の届出を行って、地域団体
の構成員又は連合団体を構成する団体の構成員である建設事業主を対象として、別に定める事業（以下「雇用改善推進事業」という。）を行う場合に、
管轄労働局又はハローワークに提出するものです。 

⑵ この計画書は、原則として、地域団体が雇用改善推進事業を実施しようする日の属する事業年度の５月末日までに、管轄労働局又はハローワークに提
出して下さい。 

⑶ この計画書には、地域団体の定款又は規約、構成員内訳表（別様式第１号）、雇用改善推進事業計画（３カ年）（別様式第１１号）、雇用改善推進事業
計画内訳書（地域団体）（建助様式第１２号別紙）及び雇用管理実態調査実施結果報告書（別様式第１０号）を添付して下さい。 

⑷ 別に定める事業のうち、需給調整に係る事業を実施する場合、以下の書類を添付して下さい。 
イ 厚生労働大臣の認定を受けるための実施計画認定（変更認定）申請書(写し)（有料職業紹介事業、就業機会確保あっせん事業を計画する場合で申請
済みの場合） 

ロ 厚生労働大臣の許可を受けるための無料職業紹介事業許可申請書(写し)（無料職業紹介事業を計画する場合で申請済みの場合） 
ハ 需給調整事業の実施に当たり整備する設備等の仕様､価格及びレイアウトが分かるもの(カタログ､見積書､配置図等) 

 
２ 記入上の注意 

⑴  ①「届出者」欄は、当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し、押印して下さい。また、届出者が代理人の場合、「届
出者」欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入（押印不要）した上、届出者の記名押印等をして、委任状（任意様式）
（写）を添付して下さい。 

⑵ ④「構成事業主数」欄は、構成事業主数を記入して下さい。 
⑶ ⑤「建設事業主数」欄は、構成事業主のうち、建設事業主数を記入して下さい。 
⑷ ⑥「中小建設事業主」欄は、建設事業主のうち、中小建設事業主数を記入して下さい。 
⑸ ⑦ ｢地域団体」は、該当する建設業の事業主団体等の種類を○印で囲んで下さい。 
⑹ ⑧「主な業種」欄は、構成事業主の主な業種について建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第１項に定める別表の建設業の種類を記入して下さ
い。 

⑺ ⑨「構成事業主に雇用される常用労働者数」欄は、構成事業主に雇用されている常用労働者数を記入して下さい。 
 なお、常用労働者とは、常時使用する労働者として雇い入れられた者であり、短時間就労者、臨時に期間を定めて雇用される者、日々雇い入れられる
者、季節的業務に雇用される者、試みの使用期間中の者等（当該事業主に継続して２ヶ月以上雇用されている者及び継続して２ヶ月以上雇用されること
が予定されている者を除く。）を除きます。 

⑻ 「雇用改善推進事業」の欄は、目標値として設定した事業について次により記入して下さい。 
  雇用改善推進事業の種類は、大分類、小分類、項目により分類されています。また、雇用管理実態調査、目標値として選択した項目に対する調査及び
研究を行う場合は、他の事業と区分し「⑤大分類の種類」、「⑩実施時期」、「⑪所要費用見込額」欄のみ記入してください。 
イ ⑩「大分類の種類」欄は、ローマ数字で分類された大分類を記入して下さい。 
ロ ⑪「小分類の種類」欄は、かっこの算用数字で分類された小分類を記入して下さい。 

 ハ ⑫「事業の名称（項目）」欄は、分類された項目を雇用改善推進事業計画内訳書（地域団体）(建助様式第１２号別紙)「①項目」欄に基づき項目別
に記入して下さい。 

⑼ ⑬「現在値」欄は、建設業の事業主団体における項目の現在値を記入して下さい。 
⑽ ⑭「目標値」欄は、建設業の事業主団体における各項目の目標値を記入して下さい。 
⑾ ⑮「実施時期」欄は、個々の事業を行う年月日又は期間を記入して下さい。 
⑿ ⑯「所要費用見込額」欄は、雇用改善推進事業計画内訳書（地域団体）（建助様式第１２号別紙）の⑤「所要費用見込額」欄の合計額を記入して下さ
い。 

(13) ※印欄は記入しないで下さい。 

 

３ 届出を行った計画の変更 
届出を行った計画について、次のような変更を行うときは、「建設雇用改善助成金に係る計画変更届」（建助様式第１３号）により原則事業の実施前まで

に変更の届出を行って下さい。 
⑴ 届出を行っていない目標値の設定項目を新しく行うとき。ただし、目標値を設定した項目の変更は不可。 
⑵ 設定した項目に係る事業の内容のうち、計画の届出を行っていない事業の内容を新しく行うとき。 
⑶ 所用費用の増額に伴い、計画の届出を行った事業に係る所用費用見込額の総額を超えるとき。 

 
４ その他 

⑴ 管轄労働局又はハローワークは、この助成金の支給に関して必要があると認めるときは、調査又は報告を求める場合があります。 
⑵ 助成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した届出書等の写し、申請書等の写し、添付書類の原本、所要費用の領収書その他雇用改善

推進事業の実施の経過を明らかにする書類（雇用改善推進事業計画内訳書、雇用改善推進事業報告書等）を支給決定日の属する年度の翌年度の初日から
起算して５年間整理保管して下さい。 

⑶ 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全額又は一部を返還していただくことがあります。 
 ⑷ 助成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローワークにお問い合わせ下さい。 
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建設雇用改善推進助成金（地域団体）支給申請書 

 
   ○×  労働局長 殿 

（     ○× 公共職業安定所長経由） 

建設雇用改善推進助成金（地域団体）の支給を受けたいので申請します。              （申請年月日）平成２３年 １０月２０日 

※
労

働

局

・

安

定

所

処

理

欄 

〔Ａ〕労働保険料の滞納状況   〔安定所〕    〔局〕 

 （労働保険番号からの確認） 

 （滞納事業所名簿から確認） 

〔Ｂ〕過去の不正受給の有無 〔Ｃ〕労働関係法令違反の有無 

●計画届受理年月日  平成  年  月  日 ●支給申請書受理年月日  平成  年  月  日 

●支給決定年月日  平成  年  月  日 ●支給決定番号 ●支給決定金額         円 

備考  

労働局決裁欄 （局長）   （部長・  ）  （課長・  ）  （補佐・  ）  （係長・  ）   （    ） 

安定所決裁欄 （所長）   （部長・次長）  （課長・統括）  （上席・係長）  （職業指導官）   （担当） 

（注）１．この請求書を提出するときは、裏面の注意事項を参照して下さい。 

   ２．※印欄は、記入しないで下さい。

 
 
 
 

申 
 
 
 
 

請 
 
 
 
 

者 

①  

(  ﾌ  ﾘ  ｶﾞ ﾅ  ) 

地域団体の名称 

 

(  ﾌ  ﾘ  ｶﾞ ﾅ  ) 

代表者の役職名及び氏名 

所 在 地 

 

 

代  理  人  の  名  称
（ フ リ ガ ナ ）

 

代表者の役職名及び氏名
（ フ リ ガ ナ ）

 

所        在      地 

 

 

 社団
シャダン

法人
ホウジン

○
○

△
△

建設業
ケンセツギョウ

団体
ダンタイ

 

        会長 山田
ヤ マ ダ

 次郎
ジ ロ ウ

          

○印              

 

 

〒０００－０００１ 

○○市○○町１－１－１ 

                 （電話１２３－４５６－７８９

０）                  

 

                          

○印      

〒 

（電話            ） 

   

③ 

送 
 
 
 

金 
 
 
 

先 

イ 

取引金融機関店舗名 

○△銀行 △△ 支店 

ロ 

預金の種類・番号 

当座 

普通  No.１２３４５６０ 

ハ 

(ﾌﾘｶﾞﾅ)ｼｬﾀﾞﾝﾎｳｼﾞﾝ○△ｹﾝｾﾂｷﾞｮｳﾀﾞ

ﾝﾀｲ 

名義人名  社団法人○△建設業

団体 
② 推進協力員の職名及び

氏名 
イ 職名 総務部長 ロ 氏名 池谷 勝実 

実 
 
 
 
 

施 
 
 
 
 

報 
 
 
 
 

告 

雇

用

改

善

推

進

事

業 

④ 大 分 類 の 種 類 
⑤ 小 分 類 の 名 称 

⑦ 今期の所要費用 ※ 実 費 相 当 額 ※ 算  定  額 
⑥ 事業の名称(項目) 

労働時間管理 
年間所定労働時間の削減 

７６，１０５円 

円 円 ４週６休 

調査研究 
調査研究 

１０，５００円 

円 円  

 
 

円 円 円  

 
 

円 円 円  

 

 

円 円 円 

 

 

計 
  ８６，６０５円 

         

円 円 

本事業を実施するに際し公共機関からの補助の有無 有（名称：             ） ・ 無 

過 去 ３ 年 間 の 不 正 受 給 の 有 無 有  ・  無 

 

○
△
建
設

業
団
体
会

長
之
印 
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建設雇用改善推進助成金（地域団体）支給申請について 

１ 提出上の注意 

⑴ この建設雇用改善推進助成金（地域団体）支給申請書（以下「申請書」といいます。）は、建設業の事業主団体（以下「地域団体」といいます。）

が、所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄労働局」といいます。）長へ雇用管理の改善に係る計画の届出を行い、別に定める事業（以下

「雇用改善推進事業」という。）を実施した場合に、その要した費用につき支給される建設雇用改善推進助成金（地域団体）の支給申請を行うと

きに管轄労働局長へ提出するものです。 

 

⑵ この申請書は、雇用改善推進事業が終了した日の属する月に応じ、次の区分に応じて管轄労働局又はハローワークに提出して下さい。 

事業の終了した 
日の属する月 4月･5月･6月 7月･8月･9月 10月･11月･12月 1月･2月･3月 

提 出 期 間 7月1日から 
8月末日まで 

10月1日から 
11月末日まで 

翌年の 
1月1日から 
2月末日まで 

3月1日から 
5月末日まで 

 

⑶ この申請書には、雇用改善推進事業報告書(地域団体）（建助様式第３１号別紙）並びに事業の名称（項目）別に区分した各所要費用の領収書の

写し及び内訳の記入してある請求書の写し、実際の支払いが確認できる書類の写し（振込依頼書等）及びその他管轄労働局長が必要と認めるもの

を添付して下さい。 

⑷ 雇用管理研修等を実施した場合は、受講者名簿（建助様式第３２号）を添付して下さい。 

 

２ 記入上の注意 

⑴ ①「申請者」欄は、当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し、押印して下さい。また、申請者が代理人の

場合、「申請者」欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入（押印不要）した上、申請者の記名押印等をし

て、委任状（任意様式）（写）を添付して下さい。 

⑵ ③「送金先」欄のロは、当座又は普通の別及び口座番号を記入して下さい。 

⑶ ⑦「今期の所要費用」欄は、前記１の(3)の領収書の写しの金額の所要費用別合計額を、それぞれ記入して下さい。 

⑷ ※印欄は記入しないで下さい。 

 

３ その他 

⑴ 管轄労働局又はハローワークは、この助成金の支給に関して必要があると認めるときは、調査又は報告を求める場合があります。 

⑵ 助成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した届出書等の写し、申請書等の写し、添付書類の原本、所要経費の領収書、その他雇用改善推進事業の

実施の経費を明らかにする書類（雇用改善推進事業計画（３カ年計画）、雇用改善推進事業計画内訳書、雇用改善推進事業報告書、推進協力員の賃金台帳及び業務日

誌等）を支給決定日の属する年度の翌年度の初日から起算して５年間整理保管して下さい。  

⑶ 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきます。 

⑷ 助成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローワークにお問い合わせ下さい。 
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